
郵政民営化委員会（第１１１回）議事録 

 

日 時：平成２６年３月１０日（月）１３：３０～１５：００ 

場 所：永田町合同庁舎３階 郵政民営化委員会室 

出席者：増田委員長、米澤委員長代理、老川委員、清原委員、三村委員 

    日本郵政株式会社 西室取締役兼代表執行役社長、谷垣専務執行役 

    日本郵便株式会社 立林執行役員、鶴田執行役員 

    株式会社ゆうちょ銀行 田中取締役兼執行役副社長 

    株式会社かんぽ生命保険 千田常務執行役 

議 事：日本郵政グループ中期経営計画について  

 

 

○増田委員長  

それでは、ただいまから、第 111 回「郵政民営化委員会」を開催いたします。 

 本日は、委員４名の出席をいただいておりますので、定足数を満たしており

ます。 

 なお、清原委員でありますが、後ほど、２時頃というふうにお聞きしており

ますが、遅れて出席とのことであります。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいります。 

 本日は、日本郵政グループから中期経営計画について御説明を頂きまして、

その後、質疑応答を行いたいと思います。 

 それでは、日本郵政の西室社長からお願いいたします。どうぞよろしく。 

○西室社長  

改めまして、日本郵政の西室でございます。本日は、２月 26 日、先々週の水

曜日に発表させていただきました日本郵政グループの中期経営計画についての

御説明をさせていただく機会を得まして、大変ありがとうございます。 

 その本題に入ります前に、先週からの報道などで色々ございました顧問人事

の件で大変にお騒がせをいたしましたこと、心からお詫びを申し上げたいと思

います。先週金曜日の７日に記者会見をさせていただきまして、坂顧問につき

ましては、５日付けで退任をしていただく。これは実際には坂さんから退任願

をわざわざ御持参いただいたという形で、退任するということになりました。

それで退任をしていただくということ。それから、その他、顧問の方々につき

ましては、今年度末、つまり、３月 31 日をもって全て退任をしていただくとい

うことにいたしました。 

 世情、色々ディスクロージャーが足りないとかいうお話もありまして、全員

の氏名をはっきりしろとか、個別の報酬をどうしろとか、色々な御意見もござ
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いましたけれども、顧問につきましては色々な要件があって、別々、事情が違

っておりますし、その上に報酬につきましても、ゼロの方から、坂さんに比べ

ると倍に近いぐらいのところまでございましたものですから、それを全て公表

するということにはいたしませんで、日本郵政とゆうちょ銀行と日本郵便と、

この３社に顧問がいましたので、それの人数と合計の報酬金額だけディスクロ

ーズさせていただいたというわけでございます。 

 今後、この顧問制度をやめるということではなくて、これは記者会見のとき

に詳しく説明をいたしましたけれども、制度をやめるのではなくて、制度をし

っかり見直して、必要があれば置くことも将来あり得ると。ただ、３月 31 日御

退任いただいた方を４月１日から再任するというようなことは絶対にしません

というお約束だけは記者会見のときにいたしました。いずれにしても、これか

ら先も皆様に誤解を与えるようなことのないようなグループ運営に務めてまい

りたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 本題の中期経営計画につきましては、昨今の社会経済、環境変化の中で、郵

政グループの持っております豊富な経営資源を活用して、郵便局ネットワーク

を活性化し、企業価値の向上を目指すということを内外のステークホルダーに

示すものとして大変重要なものと考えております。 

 基本的な考え方をかいつまんで申し上げますと、まず第一に、全国２万 4,000

局の郵便局ネットワークを、設備投資や IT 技術の導入、他の企業との提携強化

などによって、更に活性化をしまして、グループのサービス提供基盤を強化し

ていきたいということが１つ。 

 それから、２つ目は、更に郵便・貯金・保険等の主要事業が安定的にサービ

スを提供していけるような環境を整備した上で、新商品や新サービスの展開等

に取り組み、グループのサービス提供力を向上していきたいということ。 

 そして、３つ目でございますけれども、将来的には、お客様の生活や人生を

支えていく「トータル生活サポート企業」としてお客様や地域社会に貢献する

郵便局ネットワークを目指していきたいということでございます。この「トー

タル生活サポート企業」というのは、今回の中期経営計画で初めて出した言葉

で、従来は、「総合生活支援企業」という言い方をしまして、それはどうも余

りに言葉が硬過ぎるので、分かりやすく「トータル生活サポート企業」という

ことにいたしました。 

 そのために、基盤整備、トータルで３年間に約１兆 3,000 億円の設備投資を

行うということを発表いたしました。また、期間中のグループ連結損益につき

ましては、第３年度の 2016 年度末で 3,500 億円の水準を目指すということにし

てございます。 

 計画の詳細の説明は、この後、担当役員からさせていただきますけれども、
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低金利の影響等の外部要因を勘案すれば、一応それなりのミニマム、ここまで

はいけるというのを、極めて堅実な中期経営計画を出させていただきました。

実際には、今期末、３月末の決算に比べれば、利益水準は落ちます。落ちます

けれども、これは必要な投資、基盤整備をしっかりやるということをお示しし

ているということであります。 

 それから、もう一つ、非常に話題になっております株式の上場の件でござい

ますけれども、法的に言うと、事前勧誘に該当する可能性がありますので、上

場についての具体的な時期とか、あるいは方法等につきましては、まだ最終的

に株主の財務省理財局も最終結論を出しておりませんし、私どもも、私どもと

しての意見は言っておりますけれども、この点につきましては、現状では法律

上の要請もあるということで、ディスクローズをしておりません。本日御説明

するのは、中期経営計画の内容の範囲までにさせていただきたいということで

あります。 

 逆に言うと、夢の部分、あるいは将来の成長の話については、ほとんど盛り

込まない形で、今回発表した中計の期間中に基盤整備をしっかりやります。そ

してその上に、新しく成長なり、あるいは新しい事業なりということは積み上

げて、上場の計画のときにはお話ができるようにしたいというつもりでおりま

す。 

 一応、私からは以上でございます。 

 ここまでで御質問がございましたら。 

○増田委員長  

それでは、委員、どうぞ。老川委員。 

○老川委員  

どうもありがとうございました。 

 当委員会の役割と直接関係するわけではありませんが、先ほどの顧問の件に

つきまして、一言感想めいたコメントをさせていただきたいと思います。 

 一般論から言えば、民間の企業で特段不祥事でも引き起こした人は別として、

前任者に顧問として一定期間残っていただくということはごく自然にあること

であって、特段それを排除する筋合いのことではないというふうに思いますが、

ただ、他方で、今お話がありましたように、郵政、今、上場へ向けて色々努力

をされている最中ということは、今現在はまだ政府が 100％株主と、こういうお

立場であるわけで、そこで、政府サイドが色々細かいところまで神経をとがら

すという状況にあるのもまた現実だと思いますので、そういう意味で、義務的

ではないにしても、色々な人事であるとか、そういう点について、適宜インフ

ォームされておくとか、そういうことはあってもよかったのかなという印象を

持っております。 
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 それからまた、報酬について、高い、低いというのは、我々はよく分かりま

せんけれども、世間一般の印象として、随分余裕があるのかなと、こういうよ

うな印象を与えたりして、これは先々色々御努力されていく上で、必ずしも適

切でない、誤解とか、誤った印象を与えるということになっても好ましくない

と思いますので、そこら辺、今後、上場へ向けて御努力されていく上で、色々

目配りをよくやっていただければありがたいなというふうに思います。 

○増田委員長  

どうぞ。 

○西室社長  

どうもありがとうございます。 

 本当に、まさにおっしゃられるとおり、私どもとしては気配りが足りなかっ

たというだけではなくて、実際にこれだけの顧問が必要であったかどうかにつ

いても、正直なところ疑問を持っていたところでございましたので、この機会

にしっかりと見直しをして、これから先は、もしも顧問をお願いするとしても、

しっかりと検討し、必要なところには事前にお話しをするということもある程

度やらなければいけないだろうと思います。 

 ただ、実際に、社長交代というのは、私自身が後任になったわけですけれど

も、これは、会社法で決まっているとおり、委員会設置会社ということになっ

ておりますので、委員会設置会社の社長、あるいは役員の選任、それについて

のプロセスを完全に踏まえて、それで指名委員会を開催していただき、そして、

指名委員会の指名によって取締役会が次の人事を決めていくという形でやって

おります。ただし、今、老川さんからおっしゃられたとおり、こういう現状に

おいて、やはり気配りが足りなかった部分はあるなと思って反省をいたしてお

ります。今後、色々御指導いただきたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

○増田委員長  

ほかには委員の方。とりあえずここまでのところはよろしゅうございますか。 

（「はい」と声あり） 

○西室社長  

どうもありがとうございました。今後ともよろしくお願いいたします。 

 それでは、あとは谷垣専務が中心になってやらせていただきますので、また

改めてお願いをしに参ることが多いと思いますけれども、よろしくお願いいた

します。どうもありがとうございました。失礼します。 

（西室取締役兼代表執行役社長退室） 

○増田委員長  

それでは、引き続き、今度は資料に基づいて説明を谷垣専務にお願いしたい
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と思います。 

○谷垣専務執行役  

それでは、日本郵政グループの中期経営計画につきまして、お手元の資料の

御説明からさせていただきたいと思います。 

 お手元に、Ａ３の概要を書いた紙（資料 111－１）と、赤い表紙の冊子のペー

パー（資料 111－２）があろうかと思いますけれども、お時間の都合もございま

すので、概要ペーパー（資料 111－１）を最初に御説明させていただいて、適宜、

冊子（資料 111－２）で補足をさせていただいて、30 分程度で御説明させてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、御説明させていただきますが、概要ペーパーの最初のページでご

ざいます。中期経営計画でございますので、冒頭にまず計画を策定するに至っ

た外部環境、内部環境というものをひとまず書いてございます。御存じのとお

りのことばかりでございますけれども、外部環境につきましては、人口減少に

よる国内市場の縮小であるとか、特に、私どもの金融関係の資金収支に大きな

影響を与える金利情勢ですが、低金利が継続して、足元の利益が落ち込むとい

う環境の変化もございます。 

 それから、IT 化の進展等は、一方では郵便物の物数にも大きな影響を与える

という経営環境にあるということでございますが、そういう近年の環境の中で、

一昨年のことになりますけれども、平成 24 年の４月 27 日に郵政民営化法の改

正案が成立いたしまして、そこで、当時の郵便局会社と郵便事業会社が合併い

たしまして、日本郵便株式会社が成立いたしました。 

 同時に、郵便だけではなくて、貯金・保険の金融２社についても、窓口での

ユニバーサルサービスの提供をするということになりました。さらに、日本郵

政とこれら金融２社について、早期の株式の上場ないしは株式の処分というも

のが求められ、特に、日本郵政の株式売却収入については、先の東日本大震災

の復興財源として充当するということも決まったわけでございます。 

 その中で、内部環境のところでございますが、私どもの強みというのは、大

きく３つくらい書いてございますけれども、何と申しましても、１つは、事業

規模が大変それぞれに大きいということ。２つ目に、全国規模で拠点がある郵

便局を中心にしたきめ細やかなネットワークを有するということ。３つ目に、

地域とともに育ってきたという、2021 年には創立 150 周年を迎えるわけでござ

いますけれども、地域において安心と信頼の郵便局というブランドを築いてき

たということでございます。 

 その中で、郵便・貯金・保険の主要３事業につきましては、御案内のとおり

かもしれませんけれども、郵便物数については、先ほど IT 化と申しましたけれ

ども、手紙、はがきは減少傾向が続いており、貯金の残高につきましては、一
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時期は大変大きく減少したのでございますけれども、最近では若干増加傾向に

なってございますが、当時に比べれば大きく減少したままであると。 

 それから、かんぽの保有契約件数も、満期等の消滅契約が新契約を上回って

ございますので、段々と保有契約件数は減少しているという状況でございます。 

 そういう中で、私どもに課せられた使命を果たし、かつ、地域において、お

客様と地域のためにお役に立てる事業となるために、今回は、先ほど社長が申

し上げましたトータル生活サポート企業を目指して、ネットワークを中心とし

て経営基盤を強化するということのために、中期経営計画を策定いたしました。 

 その３つの柱が右上に３点書いてございますけれども、一つは、主要３事業

の収益力と経営基盤を強化していくこと。もう一つは、法律等によって課せら

れた、あるいは地域から期待されるユニバーサルサービス等の公的責務をきち

んと遂行すること。３つ目に、上場を見据えて企業価値を向上していくこと。 

 私ども、中期経営計画については、公社時代を除いて、今回、発表するのが

初めてでございまして、中期経営計画そのものが上場のための事前勧誘になっ

てはいけないということを顧問の弁護士等が申し上げてございますので、上場

というものを課題の一つとは捉えながらも、あくまでも上場の有無にかかわら

ず、グループの企業価値の向上ということを３つ目の柱ということに掲げさせ

ていただいております。 

 中身につきまして、その下に書いてございます。主要３事業の収益力と経営

基盤の強化のところでございます。郵便局ネットワークを通じてお客様の生活

をサポートするということでございますけれども、先ほど社長から申しました

「総合生活支援企業」というのは、一昨年の 10 月１日に発表いたしましたグル

ープビジョンに、やはり同じ趣旨のことが書いてございまして、元々郵便局と

いうのは、人の一生を、生まれてからずっと最後までサポートするという性格

を持って、これまで地域に尽くしてまいったということがございます。 

 私どもの商品、子供が生まれればレタックスを送り、学校に入れば定額貯金

の通帳を作り、進学等のために学資保険に入り、老後のために養老保険に入る

等の郵便局ネットワークを通じてお客様の生活をサポートするというコンセプ

トを今後もさらにきっちり果たしていって、徹底していきたいというコンセプ

トでございます。 

 ６分野書いてございますが、その中で主なものを書いてございますのは、ま

ず、「銀行業（ゆうちょ）」でございますけれども、先ほど申し上げましたよ

うに、低金利の継続の中にあって、総貯金残高をきちんと確保して、手数料ビ

ジネスを強化し、さらに、もちろんリスク管理は適正にやっていきますけれど

も、運用の多様化を促進するということによって、きっちり役目を果たしてま

いりたいということでございます。 
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 それから、真ん中に「郵便・物流事業」として書いてございますが、郵便、

手紙・はがきだけではなくて、ゆうメールとかゆうパックについて、しっかり

とした収益基盤を確立して、役目を果たしてまいりたいと。そのほか、国際ｅ

コマース等、世界的に伸びている、活性化している市場にきっちり対応してま

いりたいということでございます。 

 右が「生命保険業（かんぽ）」でございますけれども、これも経営基盤の強

化として書いてございますのは、引受けから支払いまで、きっちり正確に行う、

サービス品質を向上するということでございます。 

 それから、収益力の強化のところでは、今、１万 8,000 人ぐらいいます渉外

社員を２万人まで増やしまして、営業力を強化してまいりたい。それから、先

般、アフラックと提携をいたしましたけれども、その提携商品を活用して、か

んぽ生命保険の法人営業がやっている直営店のチャネルの営業力を強化してま

いりたいということでございます。 

 それから、下３つは、主要３事業以外に当方として力を入れている３分野で

ございますけれども、一つ目は「金融受託事業」。いわゆる郵便局ネットワー

クを生かした、まさにこれは先般のアフラックとの提携に見られるように、受

託事業によって色々なサービス、商品を提供してまいりたいということでござ

いまして、先般の提携においては、提携金融商品取扱局の拡大を行っていくと

か、さらに、新たな提携等によって商品ラインアップを拡充していくというこ

とでございます。 

 それから、不動産事業につきましては、東京駅近辺の JP タワーが最近話題に

なりましたけれども、そういう当社の資産を使っての不動産事業を進めてまい

りたいということでございます。 

 それから、物販事業は、昔はふるさと小包と言ってございましたけれども、

今後は食料品以外の分野にもきっちり提供、役割を果たしてまいりたいという

ことでございます。去年になりますが、三越伊勢丹さんとも提携したところで

す。 

 大きな柱の２つ目がユニバーサルサービスの責務でございますけれども、ま

ず、郵便局を通じて郵便・貯金・保険のユニバーサルサービスをきちんと提供

する。 

 それから、右に書いてございますのは、それだけではなくて、自治体と提携

をして、ひまわりサービスの協定を結んだり、あるいは地域密着サービスとい

うことで、現在試行中でございますが、「みまもりサービス」を進めてまいり

たいということでございます。 

 一番下が企業価値の向上のところでございますけれども、その左に、「マネ

ジメントの刷新」、「事業継続のための環境整備」、「内部統制・企業統治の
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強化」と書いてございますのが、その中での基盤整備的なところでございます。 

 特に、真ん中の環境整備でございますが、これまでの投資不足によりまして、

郵便局の局舎や設備等は相当老朽化してございますので、そういうところに対

してきちんと投資を行っていくということでございます。 

 それから、そういう基盤整備のもとに、さらに右に箱が３つ書いてございま

すけれども、「郵便局ネットワークを活用した提携戦略の推進」。これは、ア

フラックとの提携をきっちり進める、あるいはアフラック以外とも提携してご

ざいますので、そういう提携分野の業務をきっちり進めるということのほかに、

新たな分野での提携の推進も模索してまいりたいと。例としては、郵便局スペ

ースの有効活用等と書いてございます。 

 それから、真ん中が「グループ総合力を活かした新サービスの展開」でござ

います。 

 先般、改定学資保険が認可されまして、いよいよ４月から販売開始になりま

すが、それだけではなくて、現在、認可申請中のゆうちょ銀行の融資業務とか、

それ以外の新規業務についても展開をしていきたいと思ってございます。 

 それから、３つ目でございますが、一番右でございますけれども、これも老

朽化対策の投資だけではなくて、成長のための投資もちゃんと行ってまいりた

いと。例として書いてございますのは、郵便・物流ネットワークの再編である

とか、郵便局ネットワークの最適化とか、クラウド技術の導入とかでございま

す。 

 「郵便・物流ネットワークの再編」と申しますのは、集配局の内務作業を極

力、地域区分局という大きな郵便局に集中いたしまして、ネットワークの生産

性を大幅に向上させるという取組でございます。 

 以上が概要でございますけれども、次のページに、今申し上げたことを数字

的に営業目標として書いてございます。 

 一番上の欄でございますが、先ほど申し上げた３分野、特に郵便・貯金・保

険の主要分野について、一番右上の所に書いてございますように、手紙・はが

きの物数の減少を補うために、ゆうパック、現在、2013 年度で 4.1 億個ござい

ますけれども、これを３年間で５億個に伸ばしてまいりたいと。 

 それから、ゆうメール。ゆうメールと申しますのは、定形外郵便物みたいな

平物の小包でございますけれども、これも現在 32 億個ございますが、それを 40

億個まで伸ばしてまいりたいというのが営業目標でございます。 

 それから、ゆうちょ銀行は、貯金残高が 2013 年度末で大体 177.8 兆円ぐらい

の見込みでございますが、それをさらに６兆円増やしてまいりたいと考えてご

ざいます。 

 それから、かんぽ生命保険は、新契約の月額保険料、今は大体 2013 年度で 427
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億円くらいございますけれども、これを３年目の 2016 年度には月額で 500 億円。

これは年換算しますと 5,200 億円相当でございますけれども、そこまで新契約

を伸ばしていって、中期経営計画が終了するくらいには保有契約数の減少を何

とか食いとめ、できるだけ早く反転させたいということを考えているところで

ございます。 

 一番下に、そういう取組の結果としての経営目標を書いてございます。 

 日本郵便、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険、業態が違いますので、共通の指

標というのは難しいのでございますけれども、日本郵便で申しますと、郵便・

物流事業収益と郵便局事業収益を合わせて３兆円程度確保し、当期純利益を 280

億円確保したい。ゆうちょ銀行につきましては、低金利で足元の利益が落ち込

む中、大変厳しゅうございますけれども、当期純利益 2,200 億円を確保してま

いりたい。 

 かんぽ生命保険につきましては、先ほど申し上げた 500 億円のほか、当期純

利益 800 億円を確保し、あと、EV 成長率。EV と申しますのは、Embedded Value

の略でございますけれども、生命保険業特有の企業価値の成長性を測定する指

標でございますが、その成長率８％を維持したいということでございます。 

 その結果として、グループ連結で当期純利益を 3,500 億円。先ほど社長が、

2013 年度の見込みよりは落ち込むと申し上げましたけれども、先般、四半期決

算のときに発表いたしました 2013 年度の最終利益の見込みは 4,200 億円でござ

います。それに比べれば落ち込むことにはなりますけれども、元々2013 年度の

当初の見込みは 3,500 億円でございましたけれども、運用収益等の増収によっ

て上方修正いたしました。 

 これだけの設備投資等を行い、なおかつ、低金利の中で 3,500 億円というの

は、そんなに簡単に達成できる数字ではないと思ってございますので、何とか

それを目指してまいりたいということでございます。 

 今申し上げた内容につきまして、もう少し補足的に、こちらの赤い冊子（資

料 111―２）をごらんいただきたいと思います。ちょっと補足をさせていただき

ます。 

 ５ページを御覧いただきたいと思います。重複する所は省略させていただき

ますけれども、５ページの所に全体の考え方というものが書いてございます。

「新郵政ネットワーク創造の考え方」といたしまして、一つは、縦軸が郵便・

貯金・保険という個々の事業の成長・発展。横軸が郵便局ネットワークの発展

によるサービス提供基盤の強化ということでございます。その両方の柱を、今

回は経営基盤の強化でございますから、確立期と書いてございます。 

 実は、一昨年、この場でも御説明させていただきましたけれども、グループ

ビジョンでも確立・成長・発展と書いてございましたけれども、その確立期と
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いうことでございまして、今回は、先ほど申し上げた３つの柱をきっちりやっ

てまいりたいと。その後、「トータル生活サポート企業」を目指して事業の持

続的発展と安定的利益の確保と、それから、法律の言葉でございますが、公益

性・地域性を存分に発揮できるように、さらなる高みへ挑戦をしてまいりたい

ということでございます。 

 それから、重複しますのでしばらく飛ばしますけれども、10 ページを御覧い

ただきたいと思います。10 ページに、経営基盤確立のための投資の内訳が書い

てございます。合計１兆 3,000 億円でございますけれども、そのうち、施設・

設備投資が 5,500 億円、システム投資が 4,900 億円、不動産開発投資が 1,000

億円、ネットワークの高度化等に関する投資が 1,600億円と書いてございます。 

 それから、ちょっと飛ばさせていただきますけれども、16 ページ、17 ページ

を御覧いただきたいと思いますが、主要３事業のところの考え方を改めて多少

詳しめに書いてございます。 

 16 ページ、17 ページが郵便・物流事業でございまして、日本トップクラスの

物流企業に成長するということを目標といたしまして、収益力の強化、先ほど

申し上げたように、ゆうパック５億個、ゆうメール 40 億個を目指すと。 

 それから、３つ目に成長のための投資として、先ほど申し上げた郵便・物流

ネットワークの再編であるとか、次世代の郵便情報システムの開発というのを

書いてございます。 

 17 ページに、５億個、40 億個の目標を達成するために、主要施策として、「差

出し・受取りの利便性の向上」、「商品ゆうメールの拡大」、「物流サービス

の拡大」ということを書いてございます。ゆうメールの中でも、さらに薄物、

小物に着目して、商品ゆうメールとして追跡機能を付けてまいりたいというこ

とでございます。 

 それから、18 ページ、19 ページが銀行業でございます。ゆうちょ銀行でござ

いますけれども、「お客さま満足度№１への挑戦」ということを目標に掲げま

して、収益力の強化のところで、貯金残高プラス６兆円を達成して、合計 183.8

兆円を目指すと。さらに、手数料ビジネスを強化し、国際分散投資等、運用多

様化によって利益を維持するということでございます。 

 それから、郵便局ネットワークの活用のところは、現在、認可申請中の融資

業務への本体参入を何とか果たしたいということでございます。 

 それから、投資のところは、先ほど一部申し上げましたけれども、ダイレク

トチャネルの刷新であるとか、セキュリティの強化のところにシステム投資を

行うということでございます。 

 それから、19 ページにプラス６兆円の主要施策、方法論として、年１％の着

実な増加を目指すと。他行、ほかの銀行は、増加率が年３％でございますので、
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それには劣っているわけでございますけれども、年１％を目指して、主要施策

として、お客様に応じた手厚いサービスを実現すること、営業力の全般的なレ

ベルアップを行い、法人営業の強化によるお客様基盤の拡大ということを行っ

てまいりたいと考えているところでございます。 

 それから、20 ページ、21 ページが、生命保険業、かんぽ生命保険でございま

す。かんぽ生命保険の目標は「お客様から選ばれる真に日本一の保険会社へ」

なろうということでございます。 

 トップに「成長のための投資」ということを書いてございまして、引受けか

ら支払いまで簡易・迅速・正確に行う態勢整備を目指してまいりたいというこ

とでございますけれども、投資関係につきましては、次期支払業務システムの

導入であるとか、基幹系システムの更改というものを2016年度に予定をしてお

るところでございます。 

 それから、収益力の強化のところは、渉外社員、先ほど申しましたように、

２万人体制によって、３年間で新契約月額保険料500億円を達成したいと思って

ございます。 

 それから、３つ目に書いてございますのは、改定学資保険の販売開始である

とか、アフラック等の提携商品を活用した郵便局との関係強化を行っていきた

いということでございます。 

 最後に、リスク管理についても、ERMと書いてございます。エンタープライズ・

リスクマネジメントによる、損益ベースではなく、経済価値ベースのリスク管

理を取り入れ高度化してまいりたいということでございます。 

 21ページに、月額新契約500億円の方法として、主要施策として、お客様ニー

ズに応える商品の提供ということと、郵便局チャネルの営業力の強化、提携商

品の活用によるかんぽ直営店チャネルの営業力強化ということを書いていると

ころでございます。 

 最後でございますが、22ページを御覧いただきますと、主要３事業のほか、

郵便局を通したサービス、これも先ほどの説明と一部重複いたしますけれども、

郵便局を通じてやるサービスとして、収益力の強化ということで、物販ビジネ

スの拡大、不動産事業の展開、地域社会への貢献、ネットワークの活用と新サ

ービスの展開ということで、郵便局スペースのところは、例として、郵便局の

外壁等を活用した広告ビジネスという例を挙げてございます。 

 それから、成長のための投資として、郵便局ネットワークについて、店舗配

置の最適化を図る等を書いてございます。 

 システム基盤としては、プライベートクラウド、これはまだ出だしでござい

ますけれども、導入をしてみようということでございます。 

 以上が各事業の主要施策でございます。 
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 冊子の最後のページでございますけれども、25ページ、26ページには、先ほ

ど申し上げたセグメント別の経営目標、連結経営目標を載せているところでご

ざいます。 

 大変雑ぱくでございますけれども、私からの御説明は以上でございます。あ

りがとうございます。 

○増田委員長  

ありがとうございました。 

 それでは、これから質疑の時間としたいと思います。御発言をなさる方、ど

うぞお願いをいたします。老川委員、どうぞ。 

○老川委員  

どうも御説明ありがとうございました。先ほど西室社長からお話がありまし

たように、まずは基盤整備、それで、しっかりした体制でその先の上場へ向け

て固めていこうと、こういうお話で、それに沿った内容になっているという印

象を受けました。 

 特に、民営化する場合に、よく、収益を上げると。これも当然大事なことな

んだけれども、郵便事業というのは、やはり利用者の利便というか、地域への

貢献、そういったことが非常に大事だろうと思いますので、そこら辺を余り軽

視して合理化ばかり進めるというわけにもいかないだろうと思うので、伺った

限りでは、そこら辺、一応十分配慮されているなという感じがします。 

 そこで、ちょっと御質問したいことは、「みまもりサービス」、つまり、今

度の改正法の目玉の一つは、ユニバーサルサービスということで、その一環と

して「みまもりサービス」ということを始められたと思うのですが、現状、今、

半年ぐらいですか、どんな具合なのかなということが一つ。 

 それから、もう一つは、郵便局の統廃合、再編、これは当然効率化というこ

とでは必要だろうと思うのですが、利用者の側からすると、自分のところの郵

便局がなくなっちゃうのかしらとか、そういう不安を持つ人が多いと思うので、

そこら辺、この説明の中にもありましたけれども、コンビニとか、色々な取扱

所をうまく使ってやっていくというような考え方が出ているので、そういった

ものに対して十分配慮した再配置が必要だと思うのですが、ここら辺、きめ細

かくやっていただきたいなという、これは希望であります。 

 最初の「みまもりサービス」の現状をちょっと教えていただければと思いま

す。 

○増田委員長  

よろしいですか、これは日本郵政で。 

○谷垣専務執行役  

せっかく日本郵便が来ていますので、担当から。 
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○増田委員長  

それでは、日本郵便からお願いします。 

○立林執行役員  

日本郵便株式会社の立林でございます。お答えをさせていただきます。 

 「みまもりサービス」、昨年から、まだ試行ということで半年ということで

ございまして、現在、まだ全国の中でも６つのエリアで103局でということで始

めたばかりでございますので、正直申し上げて、非常にこれが利用者の方々が

増えているというか、そういうふうな状況にはまだなっていない。そろりそろ

りとやっているというのが現状でございます。 

 ただ、こういう形で、当然、地域貢献ということもしっかり郵便局ネットワ

ークの中でやっていくんだということを中期経営計画の中にも盛り込ませてい

ただきまして、まだ13支社といいますか、エリアがある中で、まだ６つのエリ

アでしかやられていないということはいかがなものかなと思っておりまして、

とにかく、今やっていないような所でも、試行を拡大というふうな形ではござ

いますけれども、増やしていきたいなということを考えております。 

 その中でまた、始める中で、現在やっておりますみまもりという形態だけで

地域のお客様のニーズに合うかどうかということも、それを基にしながら、様々

な所と提携というふうなことも考えてまいりたいと思っておりまして、今は、

まずエリアの拡大といいますか、やっていない所でとにかくやりたいというふ

うなことを考えているというのが今の状況でございます。 

 それから、もう一つの、郵便局ネットワーク自身のいわゆる店舗ということ

についてでございますけれども、こちらも、郵便局ネットワークの水準という

ものについては、法令上も当然水準として維持していかなければいけないとい

うことは重々承知しておりますし、また、この中期経営計画自身も、郵便局ネ

ットワークでお客様に貢献をしていくんだということでございますので、基本

はそういう中で、ただ、当然、今のままでずっということではございませんで、

今の中でもマーケットといいますか、お客様はいらっしゃるけれども、郵便局

自身がまだきちんと所在しておらないという地域もございますので、そういっ

た地域においては、新規の出店ということも考えていきたいなと思っておりま

すし、また、一方では、特に大都市地域のような所であると、少し郵便局、ち

ゅう密になっているのかなということが見受けられるような所もございますの

で、この辺は、当然、関係の方々とも御相談させていただきますけれども、一

定程度、いわゆる統廃合ということも考えてまいりたいなと思っております。

そちら、双方で全体としてより良く効率的に皆様に喜んでもらえるようなネッ

トワークを維持していきたいというのが基本的な考え方でございます。 

○老川委員  
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「みまもりサービス」は始まったばかりですから、そんなに爆発的に広がっ

ているとは私も思っていないけれども、どのぐらいの単位で、全く食いつきが

悪くて、広げたところで余り期待できないなというようなものなのか、あるい

は、ぽつぽつながら手応えがあるということなのか、その辺、もうちょっと何

か分かったら教えてもらえますか。 

○増田委員長  

数字とか、今、委員からお話があったようなこと、何かありますか。もう少

し具体的な。 

○立林執行役員  

具体的な利用者のデータを今持ち合わせてはいないのですけれども、正直、

非常に人気沸騰というわけではないというふうには聞いておりますし、何と申

しましても、まだ103局でしかやっていないというところもありますので、その

辺の周知ですとか、サービス形態としても、今のようなベーシックなものだけ

で十分かどうかということについては、これからやっていかなければいけない

なとは思っております。 

○増田委員長  

始まったのはちょうど10月からですよね。 

○立林執行役員  

はい。 

○増田委員長  

ちょうど今月で半期経つので、一度、どういう利用状況なのか、その辺りを

一回報告してもらいましょうか。 

 それから、統廃合も、今、委員から御質問があったのですが、人口増の所は

新設、大都市、ちゅう密な所は色々整理をするのを考えておられるようですが、

私も昔、総務大臣の時に、よく国会でこの辺り、６～７年前か、質問を受けた

のですけれども、最近の数字をまた後で教えていただけますか。 

○立林執行役員  

かしこまりました。 

○増田委員長  

三村委員、どうぞ。 

○三村委員  

御説明ありがとうございました。 

 一つお聞きしたいのは、投資ということで、１兆3,000億円、私は大変必要な

投資だと思っております。もちろん、システム投資とか、あるいは老朽化した

設備・施設を改編していく必要がありますので、これは基本的にやっていただ

くことが大事だと思います。 
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 ただ、先ほどの御説明の中で、確かにそういうふうに判断するのかなと思っ

たのですが、いわゆる将来投資、あるいは収益を上げるという意味での投資に

関しては、ネットワークの高度化ということで、確かにこれは大変重要な意味

を持つということでありますので、これについて少し御質問させていただきた

いと思います。 

 これにつきましては、ここ（資料111－２）の中の御説明があるのですが、組

織的営業力の強化というのがあるとともに、どちらかというとロジスティック

ス機能とか、付加価値の高い物流サービス、つまりゆうパックとかゆうメール

を強くしていくというお話でございました。その流れの中では、数値目標とし

て、例えば、今、4.1億個を５億個にするとか、32億個を40億個にするという目

標を出していただいたのですが、この市場自身が特に宅配便市場が相当に飽和

化している。あるいは、どちらかというと、非常に価格競争が激しいという話

があったりいたします。 

 ただ一方で、この中（資料111－２）でも御説明がありましたように、ネット

通販みたいなものが広がってきているとか、あるいは、例えば、地域のスーパ

ーマーケットとか、色々な店舗と組みながら新しい物流サービスを展開してい

くという話もあります。あるいは、少し先ほどの「みまもりサービス」と関係

があるかもしれないですが、どちらかというとそういったような生活支援的な

ものに関連する宅配事業が増えるかもしれないということもあると思うのです

が、日本郵便としては、ゆうパックにしても、あるいは小口の商品を配送する

という意味で、ゆうメール的な、結構私は可能性があると思っているのですけ

れども、どういうふうなところにポジションしようとされているのか。あるい

は、例えばマーケティングとかファイナンス機能を当然その中に入れていかな

ければいけないとか、あるいは、世界中には無理かもしれないですけれども、

近隣諸国に向けての国際的な宅配便がこれから伸びていくかもしれないと思う

のですけれども、どこに焦点を合わせているのか。何を根拠に先ほどのゆうパ

ックならば4.1億個から５億個とか、あるいは、ゆうメールならば32個から40億

個という目標値を出していらっしゃるのか、この点について御説明をお願いい

たします。 

○増田委員長  

これは日本郵便ですね。 

○鶴田執行役員  

日本郵便で郵便を担当している鶴田と申します。よろしくお願いいたします。 

 今、御質問がありました中で、まず１点目、投資に関係しての「郵便・物流

ネットワークの再編」と言っている部分でございますけれども、これに今後か

なりの投資をやっていく予定です。 
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 この目的は幾つかありますけれども、一つは効率化です。郵便のネットワー

クは、（郵便物を）区分して、配達する道順に機械で組み立てて配達するわけ

ですけれども、それのネットワークを、区分機の性能が上がってきたというこ

ともありまして、より集約をします。それから、今までは、例えば駅前に大き

な郵便局があったのを、高速のインターの近くに持っていきます。そういうこ

とで機械化の率を上げて、効率的に処理をするということが一つあります。 

 それとともに、ネットワークの再編で、キャパシティも広げまして、ゆうパ

ックとか、あるいはロジスティックスの簡単な物流加工とかができるようなス

ペースも、全てではないですけれども、設けていきます。 

 狙いとしているところは、委員からありましたように、やはり通販というの

が市場として非常に拡大しております。宅配便市場が飽和状態という話だった

のですけれども、実は最近また伸びております。一旦、個人間の荷物は飽和状

態だよという言われた時期は確かにあったのですけれども、ネット通販などを

中心とした通販のＢtoＣと言われる部分が非常に伸びております。やはり我々

としてもここはターゲットだと思っています。 

 元々伝統的に日本郵便、比較的小さいものとか軽いもの、薄い物というのは

得意なんですけれども、そういうところを中心に、もちろんそれ以外も含めて

ですけれども、そこでシェアが伸ばせる。市場自体も大きくなりますけれども、

その中でシェアが伸ばせると思っています。 

 その中で武器になりますのが、委員からもありましたように、ロジスティッ

クスの部分でありますとか、ファイナンスの部分というのは、今までは我々は

余りやっておりませんでしたけれども、幸い、民営化以降、そういうところも

できるようになりつつありますので、そういう物流加工でありますとか、決済

サービスも含めた形で、通販事業者を丸ごと取るという形で付加価値を上げて、

利益の幅も上げて、シェアも伸ばしていくということを考えております。 

 それと、もう一つ、ネット通販みたいなも大きなもののほかに、地域のネッ

トスーパーと言われるようなもの、あるいは、買い物弱者支援みたいなところ

もあるのですけれども、ここは、その地域、地域で郵便局を拠点として、郵便

局も他のサービスも組み合わせて、そういうのに対応していくということをや

っていきたいと思っています。ただ、ここは、今のところ、どれくらい儲かる

かというのは、なかなか難しいのもありますので、色々な事例で色々試しなが

らやっていくということかなと思っております。 

○増田委員長  

どうぞ。 

○三村委員  

もう一つ、さっきの決済に関してということですけれども、日本郵便が他の
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宅配業者と比べて、同じ水準で決済サービスをできるようになるのか、あるい

は、日本郵便はそれなりに工夫することによって非常に便利な決済の仕組みが

できるようになるのか、それはどちらなのでしょうか。 

○鶴田執行役員  

元々、ふるさと小包という仕組みがありまして、ゆうちょ銀行といいますか、

貯金の振替の仕組みを使って送金するという仕組みがございました。これは

我々独自ということになるかと思います。 

 逆に、現時点で、他社がやっているけれども、うちがやっていないというの

もありまして、例えば、クレジットカード決済みたいなものを、他社は子会社

をつくってやったりしていますけれども、我々は現時点ではまだできておりま

せん。 

 ただ、この辺も色々今後キャッチアップをしていって、最終的に通販事業者

をお客さんとして抱え込もうと思うと、その辺のサービスもワンセットでやる

ということが大事になりますので、その辺についても取り組んでいこうと考え

ています。 

○増田委員長  

米澤委員、お願いします。 

○米澤代理  

どうもありがとうございました。 

 ２つほどですかね、質問を。 

 まず最初は、設備投資を積極的にやっていくというのは、私も是非必要だと

思っています。特に、金融機関関係に関しては、前からメガ中心にIT関係の設

備投資をどんどんやっていかないといけないし、それができるか、できないか

が、うまくいくか、いかないかのキーになるというぐらいまでの説明を聞いた

ことがあります。 

 それから、大きいことはいいことだというのは、余りそういうことはないと

いうこともよく言われていますけれども、大きいことはいいことだと言われて

いる一つの理由は、内部資金でかなり多額のIT投資ができることが必要だとい

うことで、メガにならなくてはいけないという理由を前に聞いたことがありま

すので、その点は、皆さん方、規模に関しては十分に大きいので、それを利用

してITを中心とする設備投資をやっていくというのは僕は非常にいいと思いま

す。 

 それから、加えて、これは上場して株価が付いてくると、こういう投資をマ

ーケットが評価してくれるかどうかというのはなかなか悩ましいところもあっ

て、よく、マーケットは意外と近視眼的で、そういうところは評価してくれな

いという話もあるので、幸いなことに上場する直前ですので、その点はやりや
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すいと思いますので、是非積極的にやっていっていただきたいということです。

それが意見というか。 

 ほかに、意見の最初は、せっかくこの目標、連結当期純利益3,500億円と非常

にこれは控えめに書いてあるという説明も受けましたけれども、今後は目標の

ROEも書いてほしいと思うんですね。多分ROEというのは、皆さん方にとっては

辛い数字になるのかもしれませんけれども、上場を見据えた場合には、目標の

ROEというのも是非書いておいていただきたいし、上場した後も、JPX400と言う

新指数ができ、それはROEの水準で切り分けて、とてもそこには入れないとは思

いますけれども、そういう点も無視できないと思います。 

 そうすると、そこのところで、もちろんそれを高める必要はあって、経営的

に高めるのが一番正攻法ですけれども、例えば自己資本比率。ゆうちょ銀行の

自己資本比率は非常に高くなっているわけですけれども、それがそれでいいの

かどうかということも議論の余地になってくるかと思いますし、かんぽ生命保

険のソルベンシー・マージン比率なんかももう少し見直す必要があるのかなと

思います。 

 何かというと、自己資本比率みたいなのは、資本をたくさん持てば、自己資

本比率規制みたいなところに関しては非常に高い数字でクリアされるのですけ

れども、その分、分母が大きくなるので、ROEなんかは低くならざるを得ないと

いうことで、ここのところは米英系の銀行なんかはうまく色々な方法で解決し

ているようですので、まずは健全性は大事にするものの、やはりもう少し今後

ROEの水準なんかも無視できなくなってくるかと思いますので、そこのところも

是非目標として掲げてほしいと思います。 

 質問じゃないです。これもお願いです。２点目は、特に、ゆうちょ銀行等に

関しては、新しい法人企業への融資とか個人への融資というのが今のところう

まくいっていないという話を存じ上げています。これも時間の問題かもしれま

せんけれども、そういうようなものと同時に、例えば、ほぼ全額国債で運用し

ているところを、もう少しリスク性の資産のところにシフトできるか否かとい

うのを検討していく必要があるのかなと思います。 

 これに関しては、もし株式の運用であれば、別に認可は要らないと理解して

いますし、株式というのはなかなか悩ましいので、もう少しミドルリスク・ミ

ドルリターンみたいなものを狙うと、例えば、インフラの投資みたいなところ

は規制上できるのか、できないのか。できるとすれば、そういういいものがあ

るかどうかということで、新しい申請しているところに行くのはもちろん必要

ですけれども、今できることでもう少し何ができるかどうかということですね。 

 前回、最近の決算の状況を聞いて、ゆうちょ銀行等が中心ですけれども、減

収増益とお聞きしたのですけれども、中身を見ると、金銭信託の中の株式の収
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益、価格が上がったというキャピタルゲインなので、これは無視できないイン

パクトを持っていると思いますので、釈迦に説法ですけれども、リスクがある

ので、だから増やせというわけではないのですけれども、うまくもう少しミド

ルリスク・ミドルリターンのような色々な意味での資産があるとすれば、そう

いうのも検討の対象にしていいのではないだろうかということです。そうであ

れば、場合によっては、参入規制というのはそんなに多くないというふうに理

解するとすれば、そういうところからもやっていく余地があるのではないかな

ということです。 

 特に質問は最後のところで、そういうところはどういうふうにお考えになっ

ているのかということだけちょっとお聞きしたいということです。 

 それから、最後は、私もまだ中身を読んでいないのですけれども、つい先週

末ぐらいに、みずほ証券がゆうちょ銀行に関して、郵政グループ全体に関する

上場を見据えて分析をかなり本格的にやっていらっしゃいますので、もうアベ

イラブルだと思いますので、御覧になったら。皆様方の参考にはならないと思

いますけれども、マーケットではこういうふうに見ているんだなということで、

お役に立つところがあるのではないかと思っています。 

 以上です。 

○増田委員長  

それでは、御質問は谷垣さんでよろしいですか。 

○谷垣専務執行役  

ひとまず、先ほどの指標の話でございますけれども、私ども、中期経営計画

の発表に当たって、どういう指標、目標にするかということを検討しましたが、

公表するということを前提にしますと、日本郵便と銀行と生保という、全く業

態が違うので、なかなか共通指標は難しいなと。ROEにしても、かんぽ生命保険

の場合はRoEVの方がいいですし、ということがあって、最終的には連結当期純

利益にしたということでございます。 

 もちろん、投資家が御判断されるときには、自然にROEの計算等、あるいは自

己資本比率の計算等はされるのだと思いますけれども、とりあえずそういうも

のよりは、こういうものを目標にしてやってみようということで、今回、策定

をしたところでございますので、ひとつ御理解を願いたいと思います。 

 それから、みずほ証券のレポートは読ませていただきます。よろしくお願い

します。 

○増田委員長  

どうぞ。ゆうちょ銀行の方。 

○田中副社長  

ゆうちょ銀行の運用の件について御質問を頂戴しましたので、私からお答え
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申し上げます。 

 谷垣専務が御説明申し上げました資料（111－２）の18ページ目のところが私

どもゆうちょ銀行としての収益力の強化のポイントをまとめたものでございま

して、今、米澤委員の御質問につきまして、直接のお答えといたしましては、

収益力の強化の所の３つ目の「適切なリスク管理の下での運用多様化の促進」

ということで、特に、国際分散投資という具合に具体的に例を挙げさせていた

だいてございます。これは委員御案内のとおり、国内、かなりスプレッドが潰

れてきておりますので、もちろん海外もかなり潰れてはきておりますけれども、

まだ相対的にということで、もちろんリスク管理はやってまいらなければいけ

ませんが、ここをより強化をしてまいりたいということでございます。 

 それから、国債の比率でございますけれども、これは、民営化以降、民営化

の時点では、預託分を合わせまして９割を超えておりましたけれども、2012年

度末で確か国債の割合が70％を切っておりますし、今年度に入りましてからも

徐々に下がってはきてございます。そういう意味では、これまでも多様化の努

力をしてきたつもりでございますけれども、引き続き努力をしてまいりたいと

考えてございます。 

 なお、これも釈迦に説法でございますけれども、我々、負債が国内貯金の確

定利付でございますので、それを踏まえた上での運用の多様化ということに取

り組んでまいりたいと考えてございます。 

○増田委員長  

清原委員、どうぞ。 

○清原委員  

御説明ありがとうございます。 

 後ほど、大きく２つ質問させていただきますが、今回、お示しいただきまし

た日本郵政グループ中期経営計画の副題が「新郵政ネットワーク創造プラン

2016」となっていて、その趣旨は、（資料111－２の）４ページのところに「郵

便局ネットワークの発展」と「各事業の成長・発展」のシナジー発揮により、

新郵政ネットワークを創造とあります。そういうことで「新郵政ネットワーク」

というのが副題についているということは、私なりに、皆様が意味を込めて付

けられたのかなと思っているんですね。その「新郵政ネットワーク」に関係し

て２つ教えていただきたいと思っています。 

 一つは、これは５ページのところを見たらいいのでしょうか、「新郵政ネッ

トワークの創造」の中で、「郵便局ネットワークを中心として経営基盤を強化、

確立する」とあります。「ネットワークの拡大・機能の進化」とありますが、

具体的なところで各社のキーワードを探してみますと、例えば、これは16ペー

ジのところでしょうか。郵便・物流の場合には、「成長のための投資」で、「郵
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便・物流ネットワーク再編」、「次世代郵便情報システムの開発」とあります。 

 例えば、18ページの銀行業のところでは、「経営基盤強化に向けたシステム

投資」に「ダイレクトチャネル（インターネットバンキング）の刷新」、これ

は2015年の９月に予定されているとか、さらには、次に、「貯金事務センター

へのイメージワークフローシステムの段階的導入」という、2016年のものがあ

ります。これらは、もちろん保険のところで見ましても、「ITガバナンス」と

いうキーワードがあって、共通しているのは、顧客向けのシステムと社員向け

のシステムをそれぞれこの３年間で強力に実力アップしようというのが込めら

れていると思います。 

 これは、米澤委員もおっしゃったのですが、本当にきちんと進めていただき

たいと思うのですけれども、なかなかコストがかかるので、段階的な導入とい

うことをしていかなければいけないということで、23ページにそれが整理され

ていて、例えば、システムとしては、2014年度から「郵政グループプライベー

トクラウドの導入（順次）」というのが、2015年度からさらに線が引かれてい

て、2015年度「〔ゆうちょ〕新窓口端末の導入」となっているとか。矢印を見

ておりますと、2014年度が結構短いけれども、準備期間としては濃密な期間に

なりそうだということが読み取れました。15年度、16年度の色々な新規のシス

テムを目指して、14年度は、かなり重要な取組をされると思うのですが、私が

お聞きしたいのは、郵政グループ全体として、このような「IT投資」というの

をされるときに、サービス開始時期の判断とか、準備に要する期間の判断だと

か、それは、それぞれ独立した会社ではいらっしゃいますが、郵政グループ全

体としての総合力でコーディネートされているのではないかと思うのですが、

そういうIT系のシステム構築のコーディネートされるときの現状と見通しをも

う少し詳しく教えていただければというのが１点目です。差し障りのない範囲

で。 

 ２点目は、そうは言いながら、例えば、ゆうちょ銀行であれば、夜間に相談

に乗るようなこと、夜間とか休日の相談をとどこかに書いてありましたよね。

それから、保険であれば、高齢者の皆さんに分かりやすい営業力をというふう

にありました。どんなに社員向けのシステムが万全なものになっても、あるい

は、利用者向けの窓口のシステム利用が簡素化、簡易化しても、皆様のお仕事

をされるときに、社員の方が動かれるときにはそれなりの限界もあるので、「コ

ールセンター」という機能が極めて重要だと金融２社については思っています。 

 そのコールセンターなのですが、視察もさせていただきましたけれども、皆

様のところには、コールセンターの利用者満足度の調査は行われているでしょ

うか。そして、利用者満足度は高いと判断されているでしょうか。コールセン

ターは、直接対面的ではなく、電話を通じて行うので、意外に、かんぽ生命保
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険であれ、ゆうちょ銀行であれ、コールセンターのやりとり如何によっては、

この目標値が上方にも行くだろうし、下方にもなると思っているぐらい肝腎な

のですが、コールセンターという言葉が見当たらなかったんです。どこかに書

いてありましたかしら。 

 私は、特に、企業価値を金融２社が高めていかれる上には、その他の金融機

関でも、コールセンターとかインターネットでの相談のやりとりとか、力を入

れていらっしゃるので、あれだけ立派なコールセンター、あるいは事務センタ

ーをお持ちであれば、この３年間、「コールセンターの改革」というのは不可

欠だと思っています。しかも、郵政グループはコールセンターに電話をかけま

すと、録音させていただきますというふうになっているんです。嫌な方は切っ

ちゃうでしょうけれども、色々なやりとり、誤りがないように録音されている

のですが、録音内容を訴訟とか苦情とかでないときでも検証されているでしょ

うか。つまり、色々なニーズが隠れていると私は認識しているんです。ですか

ら、ITのシステムにも適切な投資をしていただきたいのですが、ヒューマンな

コミュニケーションでありますコールセンターの改革なくして、定量的な目標

は達成できないのではないかと思っていまして、この中期経営計画の中で、も

しコールセンターについて何か、私が読み取れなかっただけで、その活性化も

含めて何らかの配慮が意識されているのであれば、教えていただければと思い

ます。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○増田委員長  

では、今、２点ありましたので、順次お願いします。 

○谷垣専務執行役  

雑ぱくですけれども、システムの関係、（資料111－２の）11ページを御覧い

ただきたいと思いますけれども、清原委員おっしゃるように、郵便の基幹シス

テム、ゆうちょ銀行の基幹システム、かんぽ生命保険の基幹システム、大きな

システムはそれぞれ独立させておりますけれども、それはPNETというネットワ

ークでつなげているということですね。その中で、それぞれ郵便・貯金・保険

というのは、例えば、ある年数が経てば、大きな更改期がございます。それを

順番に組み合わせつつ、しかし、例えば、今回のような戦略的システムがござ

いますね。それを順番に入れていくという、その全体のコーディネートを、日

本郵政にCIOというか、チーフがおりまして、各社のシステム間の役員とか、担

当者の連絡会議というのを開催して、工事も順番にやらないとできませんので、

調整をしながらやっているというところでございます。 

  

○田中副社長  
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（資料111－２の）23ページ目の真ん中のシステムの所に、「〔ゆうちょ〕新

窓口端末の導入」というのを例示いただきました。これは、各郵便局に置きま

す窓口の端末でございまして、今回のシステムのファイナルのところでござい

ます。これは当然かんぽ生命保険もお使いにもなりますし、その前段では回線

を新しくしなければいけないということで、この部分は日本郵政が中心になっ

てやってございます。そういうものにつきましては、今、谷垣から御説明申し

上げました日本郵政の副社長をキャップにして、綿密な連絡を取りながらやっ

てきてございます。これは、御指摘のように非常に大きな仕事でございまして、

２万ある所に４万台ぐらい入れてまいりますので、地道な仕事ではございます

けれども、非常に大事な仕事でございます。そういうのは当然、グループ、連

携をしてやってございます。 

 それから、グループ各社から見ますと、大きな投資をする際には、当然、日

本郵政に、経営管理契約に基づいて相談もしておりますので、そういう意味で

のグループトータルとしてのITガバナンスはワークしていると思っております

が、これは今後色々また工夫をしてまいりたいと思ってございます。 

 それから、お尋ねの２点目のコールセンターの件でございますけれども、私

どもゆうちょ銀行としても、コールセンターの問題は非常に重要な問題だと思

っております。特に、津々浦々の郵便局はどうしても人数が少のうございます

ので、なかなか専門的なことにお答えするというのは難しいという制約もござ

いますものですから、そこは何とかバックアップしていかなければいけないと

いうことは思ってございます。今、色々御指摘いただいた点は、もう一度我々

も吟味いたしまして、改善に努めてまいりたいと思ってございます。 

 コールセンターが大きなテーマだというのは、私どもも、恐らくかんぽ生命

保険も同じだと思いますけれども、お気付きの点がございましたら、今日御指

摘いただいた点も含めて一個一個調べてみます。なお、毎月１回、コールセン

ターから通じた苦情は、私ども経営会議でも報告してございますけれども、引

き続き改善に努めてまいりたいと思います。 

○増田委員長  

かんぽ生命保険のコールセンターの話。 

○千田常務執行役  

かんぽ生命保険につきましては、ページで言うと（資料111－２の）20ページ

の「マネジメントの刷新」という中で、「「お客さまの声」を経営に活かす取

り組みの推進」ということは書かせていただいています。一番上に、我々とし

ては、「お客さまから選ばれる真に日本一の保険会社」になるということを書

いており、お客様から選ばれるためには、サービスの品質の向上を最優先に考

えていかなければいけないと考えています。 
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 コールセンターにつきましては、名護に最初に設立され、横浜に２番目のコ

ールセンター、さらに、支払いの関係で、臨時のコールセンターも設けながら

お客様対応をしてきているということです。 

 かんぽ生命では、お客様満足度調査をしておりまして、支払い、引受けなど、

様々な分野でお客様の満足度調査をしております。コールセンターについての

満足度調査もしており、オペレーターのつながりやすさとか、お客様のニーズ

を把握する力というところが、平均よりも弱いという状況です。説明はしっか

りやれているのですが、お客様のお申出に合わせた対応がまだ不十分と認識し

ています。 

 我々としては、品質向上の様々な取組もしております。その中心は研修です

が、先ほど清原委員がおっしゃっておりました録音された内容を用いた品質向

上にも取り組んでおります。これは、「コールモニタリング」と呼んでおり、

皆で聞いて、間違っている所を発見したり、更には、適切な表現になっている

かどうかもチェックし、しっかりフォローアップしながら、オペレーターの能

力を高めていくということにも使っているということでございます。 

 もちろん、苦情につきましては、全てしっかり把握をして、関連部門に報告

されていますし、また、関係の郵便局にもそれを連絡しております。ただ、ま

だまだここのところについては改善しなければいけないところがいっぱいある

と思いますので、頑張っていきたいと思います。 

○増田委員長  

郵便局もコールセンターというのをお持ちなんですか。 

○立林執行役員  

私どもの場合、当然、郵便自身の関係もございますし、また、そのほか、雑

多なお客様からのものというのは、結局それにも縛られないというところがご

ざいます。専門的なところは、それぞれの御担当といいますか、委託元のとこ

ろでということになりますけれども、それ以外のところというのも受けるとい

うことで、私どももいわゆるコールセンターというところでやらせていただい

ております。 

○増田委員長  

それの利用方法というか、活用方法というか、社内的な。 

○立林執行役員  

社内的には、恐らく他の各社さんと同じだと思うのですけれども、毎月「お

客さまの声」という形で、何件こういうふうな形で、しかも、それはどういう

ふうな種類の業種といいますか、サービスとして郵便関係、貯金関係、保険関

係、あるいは、その他郵便局舎についてのお尋ね等も多うございますので、そ

ういったところに分類をいたして、生の声としてどうか。ただ、それを経営と
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してどうやって改善していくようにしているか、その辺のウオッチを、フォロ

ーアップを、いわゆるPDCAを回すような形で、毎月経営会議等に、取締役会等

に報告をしてございます。 

○清原委員  

お答えありがとうございます。 

 コールセンター等で、もちろん苦情には課題が隠されていて、それにどのよ

うに対応したかということは、まとめれば「FAQ」ができて、インターネットの

サービスも充実していくと思うのですが、併せて、良い回答というか、本当に

よくお客様の立場に寄り添って、特に相続とか、そういう場合に、どのような

プロセスで簡素にできるかというようなことなどについて、ベテランのコール

センターの社員の方から聞き取られたりすることによって、今、インターネッ

トといっても、若い人たちはスマホなどで検索して、自分でやっていくという

こともありますから、必ずしも世代によっては、窓口対応だけがベストでもな

いし、コールセンターでの対応だけがベストでもなくて、今申し上げました、

インターネットサービスなどで情報を提供して、「FAQ」をさらに充実していく

ということでいいかもしれません。 

 私が今回の中期計画で認識しましたのは、やはり、「企業価値を高める」と

いうこと、それは何よりも将来的に株式上場されたとき、それを買おうと思う

お客様が今の顧客の中にたくさん隠れているという想像力だと思うのですね。

第三者の評価も大事、市場の評価も大事かもしれませんが、今のお客様が取引

しているゆうちょ銀行であれ、かんぽ生命保険であれ、郵便局であれを高く評

価する、そのコミュニケーションの窓口は、実際のフェイス・トゥ・フェイス

の郵便局の窓口だけではなくて、コールセンターでもあるし、インターネット

のアクセスの数にもあるということをお考えいただくとありがたいなと思いま

す。よろしくお願いします。 

○増田委員長  

どうぞ、老川委員。 

○老川委員  

ここでは余り触れられていないと思うのですが、いわゆる構造的な赤字要因

になっているかんぽの宿、逓信病院については、現状どうなっていて、この中

計期間中にどういう方向へ持っていこうとしているのか、そこら辺を御説明い

ただけますか。 

○増田委員長  

日本郵政の方、お願いします。 

○谷垣専務執行役  

今、それぞれ譲渡、廃止を含めて個別具体的な計画を徐々に進めているとこ
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ろでありまして、まだ対外的に申し上げられないこともございますので、整理

した上で、民営化委員会に報告させていただけたらと思います。 

○増田委員長  

よろしゅうございますか。 

○老川委員  

結構です。 

○増田委員長  

それでは、そのときにお願いします。 

 それから、あと、先ほど清原委員からの御質問で、私も、いわゆるシステム

投資はもちろん個々の会社の更新も含めた上で、全体的にはグループ全体で戦

略的にやっていると、こういう話です。CIOというのは日本郵政に置かれている

のですか。副社長とは別に。 

○谷垣専務執行役  

副社長です。日本郵政のシステム担当の副社長のことを。 

○増田委員長  

CIO。 

○谷垣専務執行役  

その副社長がCIOの役割を果たしているということです。 

○増田委員長  

役割を果たしていて、そこで先ほどおっしゃったように、頻繁に皆さん集ま

って、そこでやっている。 

○谷垣専務執行役  

そこに各社のシステム担当の役員、責任者が集まって、定期的にちゃんと打

ち合わせしながら、グループのシステムを。 

○増田委員長  

戦略的な方針というのを決めていると。 

○谷垣専務執行役  

スケジュール等も調整しつつ開発をしているという、おおむねそういうこと

です。 

○増田委員長  

分かりました。 

 ほかに何か委員の皆様、よろしいですか。 

 私から。全体の土台作りだという、先ほど西室社長からお話があったのです

が、夢の部分というより、むしろ土台をしっかりと入れ込んだ計画だというこ

となのですが、今度、こういう中期経営計画を２月26日に作って、大変多くの

従業員の方がいらっしゃる、全国２万4,000局。それから、正規、いわゆる非正
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規と言ったらいいのか、その人を含めると、膨大な数の皆様方がいて、その人

たちが2016年までにこういう方向でやるということはきちんと理解した上で行

動していかないといけないのですが、その辺りの社員の皆さん方への徹底の仕

方、共通認識の醸成の仕方、この辺りはどういうふうにやられているわけです

か。 

○谷垣専務執行役  

とりあえず、現段階では、全社員が見られるように、ポータルサイト等に全

体を掲載してございますけれども、各社ごとに営業目標の徹底もございますの

で、きっちり説明をしていくと。それから、全体版もまた分かりやすいパンフ

レットみたいなものも当社で作成して、順番に説明してまいりたいと思ってご

ざいます。 

○増田委員長  

こういう中期経営計画のような大きなプラン、今まで中期経営計画というの

は余り持っていなかったようです。こういう大きなものについて、グループ全

体として社員の徹底の仕方というのは、今までのやり方というのは何かあるん

ですか。各社任せなんですか。 

○谷垣専務執行役  

これまでは、そもそも事業計画、年度計画みたいなものしかなかったわけで

ございます。 

○増田委員長  

私の言っている意味は、要は、各社でそれぞれ多分最終的にはやられると思

うのだけれども、それは、ゆうちょ銀行ならゆうちょ銀行、かんぽ生命保険な

らかんぽ生命保険という範囲の中でずっとやられると思うのですが、これは日

本郵政グループ全体としての中期経営計画ですね。グループ全体として、いわ

ゆる当該会社にとってみると他社になるのですが、それも含めてグループ全体

としてはこういう方向を目指すという、何かそういう取組というのはあってい

いんじゃないかなと思います。 

○谷垣専務執行役  

それはやります。それは、先ほど申し上げたように、時間はかかるのですけ

れども、概要版といいますか、要点みたいなものをちゃんと作って、社員説明

の分かりやすいパンフレットみたいなものを作って説明してまいりたいと思っ

てございます。 

○増田委員長  

そういうのを作成して、それで手順としてはどういうふうな。各社それぞれ

で。 

○谷垣専務執行役  
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各社それぞれは、各社版のサマリー版みたいなものを作りながら、現実には

新年度から営業目標が始まるわけでございますから、急いでやらなければいけ

ない部分もありますし、全体の考え方を、もちろん労働組合もありますけれど

も、労働組合は、もちろん再三再四説明してございますので、そこから現場に

は行くわけでございますが、持株会社としてもきっちり全体の考え方がわかる

ようなものを作って、順番に地方を回って説明していくということだと思いま

す。 

○増田委員長  

何かアクションがあっていいのではないかと思うんです。グループ全体の統

一感というか。 

○谷垣専務執行役  

そうですね。今それをまさに委員長がおっしゃるように検討しているところ

でございます。 

○増田委員長  

各会社でやると、どうしてもやる人が当該会社の職員の人になるので、自分

のところだけやるということになると。だから、郵政グループ中期経営計画と

銘打って、そこの伝え方というか、社員皆さんの共有の仕方になるのですけれ

ども。 

○谷垣専務執行役  

問題意識をちゃんと持ってございます。 

○増田委員長  

何か一工夫を是非やってほしいなと思います。 

 よろしゅうございますか。 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、特段の御質問がないようでございますので、質疑は以上にさせて

いただきたいと思います。 

 日本郵政グループの皆様方におかれましては、本日はどうも御苦労様でした。 

 以上で本日の議題は終了いたしましたが、委員の皆様方から特段ほかにござ

いますか。よろしゅうございますか。 

 事務局から。 

○若林事務局次長  

次回の郵政民営化委員会の開催については、別途、日時、場所等、御連絡さ

せていただきます。 

 以上です。 

○増田委員長  

わかりました。 
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 それでは、以上をもちまして、本日の郵政民営化委員会を閉会いたしたいと

思います。 

 なお、この後、私から記者会見を行うことといたしております。 

 本日はどうもありがとうございました。 
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